
石 川 県

水管理・国土保全局



令和７年度補正予算　河川事業（直轄・石川県）
（単位：百万円）

水系名 河　川　名 事　業　種　別 事業費

手取川 手取川 一般河川改修事業 513　 能美
の み

市
し

※ 10 流域治水対策

梯川 梯川 一般河川改修事業 163　 小松市
こ ま つ し

※ 10 流域治水対策

手取川 手取川 河川維持修繕事業 2　 能美市
のみし

、白山市
はくさんし

～河口
かこう

※
24-1 河川管理施設・砂防施設等の戦略的な維持管理、
79 災害対応力の強化

手取川 手取川 河川維持修繕事業 60　 能美市
のみし

、白山市
はくさんし

～河口
かこう

梯川 梯川 河川維持修繕事業 224　 小松市
こまつし

～河口
かこう

※
24-1 河川管理施設・砂防施設等の戦略的な維持管理、
24-2 河川管理施設・砂防施設等の戦略的な維持管理、
79 災害対応力の強化

・事業費は、複数都府県に施工箇所が存在する場合、その合計額を記載している。

・防災・減災・国土強靱化の推進（※）

備　　　　　考



令和７年度補正予算　河川事業（補助・石川県）
（単位：百万円）

水系名 河　川　名 事　業　種　別 事業費

梯川 鍋谷川 河川災害復旧等関連緊急事業 800　 小松市
こ ま つ し

、能美市
の み し

※ 10 流域治水対策

犀川 犀川 事業間連携河川事業 520　 金沢市
か な ざ わ し

※ 10 流域治水対策

犀川 高橋川 事業間連携河川事業 206　 金沢市
か な ざ わ し

、白山市
は く さ ん し

※ 10 流域治水対策

大野川 森下川 事業間連携河川事業 70　 金沢市
か な ざ わ し

※ 10 流域治水対策

犀川 木曳川 大規模特定河川事業 120　 金沢市
か な ざ わ し

※ 10 流域治水対策

大野川 大野川 大規模特定河川事業 90　 金沢市
か な ざ わ し

※ 10 流域治水対策

新堀川 動橋川 大規模特定河川事業 146　 加賀市
か が し

※ 10 流域治水対策

・防災・減災・国土強靱化の推進（※）

備考



石川県

　直轄ダム事業
（単位：百万円）

種　　　別 事　　業　　名 事　　業　　費

事業費は共同費である。

（工事諸費等を除く）

堰堤維持事業 手取川手取川ダム 8

※ 24-2 河川管理施設・砂防施設等の戦略的な
維持管理

・防災・減災・国土強靱化の推進（※）

備　　　　考



令和7年度補正予算　ダムメンテナンス事業（補助・石川県）

（単位：百万円）

事業種別 実施主体 市町村名 水系名 河川名 ダム名 事業費 備考

金沢市 犀川 内川 内川ダム

金沢市 犀川 犀川 犀川ダム

小松市 梯川 梯川 赤瀬ダム

加賀市 大聖寺川 大聖寺川 我谷ダム

加賀市 大聖寺川 大聖寺川 九谷ダム

能登町 町野川 河内川 北河内ダム

珠洲市 鵜飼川 鵜飼川 小屋ダム

・事業費は利水者負担金を除いたものである。
・防災・減災・国土強靭化の推進（※）

石川県ダムメンテナンス事業 655石川県
※ 24-2 河川管理施設・砂
防施設等の戦略的な維持
管理



所　　在　　地

市・郡 区・町・村 字名等

べっとうだに べっとうだにさぼうえんていぐんじょうりゅういきかいちく

金沢河川 火山砂防 手取川 牛首川 別当谷 別当谷砂防堰堤群上流域改築 白山市 白峰 砂防堰堤工 269 ※

合計 1 箇所 269

・防災・減災・国土強靱化の推進（※）

・百万円未満の数を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある

事業費
（百万円）

備　考

令和７年度　直轄砂防事業箇所別調書（補正）（石川県　１／２）

事務所名 事業区分 水系等名 河川名 渓流名 箇所名 工　種



所　　在　　地

市・郡 区・町・村 字名等

かわらだがわ（いちのせ）

能登復興 特定緊急砂防 能登山地 河原田川 河原田川(市ノ瀬） 石川県 輪島市 市ノ瀬町、熊野町 砂防堰堤工等 884 ※
まちのがわ（てらじ）

町野川 町野川（寺地） 石川県 輪島市 町野町 砂防堰堤工等 78 ※
まちのがわ（てらじ）

町野川 町野川（寺地） 石川県 輪島市 町野町 砂防堰堤工等 72
まちのがわ（うしお）

町野川 町野川（牛尾） 石川県 輪島市 町野町 砂防堰堤工等 50 ※
まちのがわ（うしお）

町野川 町野川（牛尾） 石川県 輪島市 町野町 砂防堰堤工等 100
つかだがわ

塚田川 塚田川 石川県 輪島市 久手川町 砂防堰堤工等 300 ※
つかだがわ

塚田川 塚田川 石川県 輪島市 久手川町 砂防堰堤工等 100

合計 7 箇所 1,584

・防災・減災・国土強靱化の推進（※）

・百万円未満の数を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある

事業費
（百万円）

備　考

令和７年度　直轄砂防事業箇所別調書（補正）（石川県　２／２）

事務所名 事業区分 水系等名 河川名 渓流名 箇所名 工　種



令和７年度　　直轄地すべり対策事業箇所別調書（補正）（石川県 １/２）
事務所名 事業区分 地区名 工種 事業費 備考

市・郡 区・町・村 字名等 （百万円）

じんのすけだに

金沢河川国道 甚之助谷 白山市 白峰 集水井工 150 ※

１箇所 150

・防災・減災・国土強靱化の推進（※）

・百万円未満の数を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある

合計

所在地

地すべり対策



令和７年度　　直轄地すべり対策事業箇所別調書（補正）（石川県 ２/２）
事務所名 事業区分 地区名 工種 事業費 備考

市・郡 区・町・村 字名等 （百万円）

おくのと

能登復興 特定緊急地すべり対策 奥能登 珠洲市 清水町 法面工等

珠洲市 仁江町

輪島市 大野町

輪島市 町野町曽々木 4,600 ※

1箇所 4,600

・防災・減災・国土強靱化の推進（※）

・百万円未満の数を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある

合計

所在地



事業費
市区町村 字名等 （百万円）

わだ 事業間連携
輪島市 門前町和田 和田 砂防等事業 地すべり 5 ※

すずや 事業間連携
輪島市 町野町鈴屋 鈴屋 砂防等事業 急傾斜 9 ※

やちじ 事業間連携
輪島市 町野町鈴屋 谷内地 砂防等事業 急傾斜 14 ※

事業間連携
加賀市 山中温泉こおろぎ町 大聖寺川 こおろぎ 砂防等事業 砂防 25 ※

みこはら 事業間連携
羽咋市 神子原町 神子原 砂防等事業 地すべり 25 ※

かわいおおたに 事業間連携
白山市 河合町 手取川 河合大谷 砂防等事業 砂防 70 ※

せぎの 事業間連携
白山市 瀬木野町 手取川 瀬木野 砂防等事業 砂防 30 ※

砂防メンテナンス 個別箇所については、別紙参照

各市町村 事業 老朽化対策 34 ※

合計 ８箇所 212

・防災・減災・国土強靱化の推進（※）

・急傾斜の事業費は補助基本額である

・百万円未満の数を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある

令和７年度補正予算　補助砂防等事業箇所（石川県　1/1）

所在地
水系名

渓流名
箇所名

事業区分 事業種別 備考



別紙

※計画策定のみの箇所は記載していない
施設名 構造物種別 事業種別

びょうどうじがわ

石川県 白山市 平等寺川　 平等寺川５号砂防堰堤　 砂防堰堤工 改築
ふくらちく

羽咋郡志賀町 福浦地区 福浦地区急傾斜地崩壊防止施設 法面工 修繕

事業主体名 市町村名
渓流名
箇所名

令和７年度補正予算　砂防メンテナンス事業箇所表（石川県　1/1）



石川県 （単位：百万円）

海岸保全施設整備事業 石川海岸 小松市
こ ま つ し

、加賀市
か が し

705 ※ 10 流域治水対策

石川県　計 705

・防災・減災・国土強靱化の推進（※）

令和７年度　補正予算
（直轄海岸事業）

事　業　名 海岸名 市町村名 事業費 備考



令和７年度補正予算　上下水道一体効率化・基盤強化推進事業

都道府県名：石川県 （単位：千円）

事業名 事業主体 事業種別 事業費 国費
1 2 3 4 5

中能登町官民連携等基盤強化推進事
業

中能登町 官民連携等基盤強化推進事業 15,000 15,000

1 1 1
1 計 15,000 15,000
1 1 1



令和７年度補正予算　簡易水道等施設整備費補助金

都道府県名：石川県 （単位：千円）

事業主体 地区名 補助区分 事業名 事業費 国費

輪島市 町野地区 生活基盤近代化事業 基幹改良※ 121,000 40,333

108
109 計 121,000 40,333
110

※　防災・減災・国土強靱化の推進「62 上下水道施設の耐災害性強化」（※）



令和７年度補正予算　水道水源開発等施設整備費補助金

都道府県名：石川県 （単位：千円）

事業主体 補助区分 事業内容 事業費 国費

石川県 水道基幹施設耐震化事業 送水管耐震化事業※ 102,000 34,000

108
109 計 102,000 34,000
110

※　防災・減災・国土強靱化の推進「62 上下水道施設の耐災害性強化」（※）



所　　在　　地

市・郡 区・町・村 字名等

かわらだがわ

能登復興 特定緊急砂防 能登山地 河原田川 輪島市 市ノ瀬町 砂防堰堤工 100

特定緊急砂防
合計 1 箇所 100

しみずちく

特定緊急地すべり対策 奥能登地区 清水地区 珠洲市 清水町 排水ボーリング等 100

特定緊急地すべり対策

合計 1 箇所 100

合計 2 箇所 200

・百万円未満の数を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある

令和７年度　直轄砂防事業箇所別調書（補正ゼロ国）（石川県　１／１）

事務所名 事業区分 水系等名 河川名 渓流名 箇所名 工　種
事業費

（百万円）
備　考



令和７年度　補正予算　社会資本整備総合交付金の配分

【水管理・国土保全局分】
防災・安全交付金（河川事業)

石川県 （国費：千円）
計画名 要素事業名等 事業実施主体 想定国費 備考

熊木川広域河川改修事業 石川県 50,000 10 流域治水対策 

御祓川広域河川改修事業 石川県 50,000 10 流域治水対策 

大野川広域河川改修事業 石川県 152,500 10 流域治水対策 

安原川広域河川改修事業 石川県 15,000 10 流域治水対策 

西川広域河川改修事業 石川県 97,500 10 流域治水対策 

梯川圏域総合流域防災事業（八丁川） 石川県 110,000 10 流域治水対策 

梯川圏域総合流域防災事業（前川） 石川県 114,500 10 流域治水対策 

柴山潟広域河川改修事業 石川県 9,000 10 流域治水対策 

- 計 598,500
河原田川広域河川改修事業 石川県 75,000 10 流域治水対策 
能登圏域総合流域防災事業 石川県 197,000 10 流域治水対策 

金沢圏域総合流域防災事業 石川県 164,000 10 流域治水対策 

手取川圏域総合流域防災事業 石川県 41,000 10 流域治水対策 

梯川圏域総合流域防災事業 石川県 98,000 10 流域治水対策 

総合流域防災事業（情報基盤・全圏域） 石川県 26,500 10 流域治水対策 

- 計 601,500

1,200,000

※記載する想定国費は国の意図を示すものであり、計画への配分後の使途は地方の裁量に委ねられ、
  国の意図と異なる配分を妨げるものではない。

  ただし、備考欄に施策名の記載がある要素事業（実施中期計画）とそれ以外の要素事業間では使途
　制限がある。

石川の安全・安心の確保に向けた治水対
策と海岸保全の推進（防災・安全）

石川の安全・安心の確保に向けた治水対
策の推進（防災・安全）重点

合計



令和７年度　補正予算　社会資本整備総合交付金の配分

【水管理・国土保全局分】

石川県 （国費：千円）
計画名 要素事業名等 事業実施主体 想定国費 備考

漆谷内通常砂防事業 石川県 1,000 10 流域治水対策

藤波地すべり対策事業 石川県 25,000 10 流域治水対策
夕陽ヶ丘地すべり対策事業 石川県 20,000 10 流域治水対策
石崎１号急傾斜地崩壊対策
事業

石川県 8,550 10 流域治水対策

- 計 54,550
本土寺川通常砂防事業 石川県 16,000 10 流域治水対策
金沢圏域総合流域防災事業
（土砂・洪水氾濫対策）

石川県 4,567 10 流域治水対策

鳥越地すべり対策事業 石川県 2,500 10 流域治水対策
福水地すべり対策事業 石川県 2,500 10 流域治水対策
中浦急傾斜地崩壊対策事業 石川県 4,500 10 流域治水対策
中浦２号急傾斜地崩壊対策
事業

石川県 7,125 10 流域治水対策

金沢圏域総合流域防災事業
（大額急傾斜地崩壊対策事
業）

石川県 2,400 10 流域治水対策

- 計 39,592

94,142

防災・安全交付金（砂防事業)

※記載する想定国費は国の意図を示すものであり、計画への配分後の使途は地方の裁量に委ねられ、
  国の意図と異なる配分を妨げるものではない。
  ただし、備考欄に施策名の記載がある要素事業（実施中期計画）とそれ以外の要素事業間では使途
　制限がある。

石川県における総合的な土砂災害対策の
推進（防災・安全）（重点）

石川県における総合的な土砂災害対策の
推進（防災・安全）

合計



令和７年度　補正予算　社会資本整備総合交付金の配分

【水管理・国土保全局分】
社会資本整備総合交付金（河川事業）

石川県 （国費：千円）
計画名 要素事業名等 事業実施主体 想定国費 備考

金沢圏域総合流域防災事業
（浅野川）

石川県 10,000

金沢圏域総合流域防災事業
（犀川）

石川県 25,000

- 計 35,000

35,000

※記載する想定国費は国の意図を示すものであり、計画への配分後の使途は地方の裁量に委ねられ、
  国の意図と異なる配分を妨げるものではない。

  ただし、備考欄に施策名の記載がある要素事業（実施中期計画）とそれ以外の要素事業間では使途
　制限がある。

石川の豊かな河川空間を活かしたかわま
ちづくりの推進

合計



令和７年度補正予算　社会資本整備総合交付金の配分

【水管理・国土保全局分】

石川県 （国費：千円）
計画名 要素事業名等 事業実施主体 想定国費 備考

犀川左岸処理区 処理場 地
震対策

石川県 14,000
62 上下水道施設の耐

災害性強化
犀川左岸処理区 管渠等 地
震対策

金沢市 1,300
62 上下水道施設の耐

災害性強化
犀川左岸処理区 管渠等 老
朽化対策

金沢市 34,400
34 上下水道施設の戦

略的維持管理・更新
西部処理区 管渠等 地震対
策

金沢市 7,330
62 上下水道施設の耐

災害性強化
浅野処理区 管渠等 地震対
策

金沢市 13,900
62 上下水道施設の耐

災害性強化
全処理区 管渠等 老朽化対
策

金沢市 7,500
34 上下水道施設の戦

略的維持管理・更新
臨海処理区 管渠等 地震対
策

金沢市 6,030
62 上下水道施設の耐

災害性強化
津幡処理区 管渠等 地震対
策

津幡町 10,000
62 上下水道施設の耐

災害性強化
今浜処理区 処理場 地震対
策

宝達志水町 3,000
62 上下水道施設の耐

災害性強化
- 計 97,460

西部処理区 管渠等 地震対
策

金沢市 1,050
62 上下水道施設の耐

災害性強化
西部処理区 管渠等 老朽化
対策

金沢市 111,650
34 上下水道施設の戦

略的維持管理・更新
浅野処理区 管渠等 地震対
策

金沢市 2,100
62 上下水道施設の耐

災害性強化
浅野処理区 管渠等 老朽化
対策

金沢市 28,418
34 上下水道施設の戦

略的維持管理・更新
臨海処理区 管渠等 地震対
策

金沢市 2,100
62 上下水道施設の耐

災害性強化
臨海処理区 管渠等 老朽化
対策

金沢市 17,560
34 上下水道施設の戦

略的維持管理・更新
- 計 162,878

羽咋処理区 管渠等 老朽化
対策

羽咋市 9,000
34 上下水道施設の戦

略的維持管理・更新
羽咋処理区 処理場 地震対
策

羽咋市 4,000
62 上下水道施設の耐

災害性強化
全処理区 管渠等 老朽化対
策

羽咋市 5,000
34 上下水道施設の戦

略的維持管理・更新
松任中央処理区 処理場 地
震対策

白山市 34,700
62 上下水道施設の耐

災害性強化

全処理区 管渠等 地震対策 宝達志水町 19,000
62 上下水道施設の耐

災害性強化
全処理区 管渠等 老朽化対
策

宝達志水町 5,000
34 上下水道施設の戦

略的維持管理・更新
- 計 76,700

防災・安全交付金（下水道事業）

※記載する想定国費は国の意図を示すものであり、計画への配分後の使途は地方の裁量に委ねられ、
  国の意図と異なる配分を妨げるものではない。

  ただし、備考欄に施策名の記載がある要素事業（実施中期計画）とそれ以外の要素事業間では使途
　制限がある。

安心ないしかわの下水道整備（防災・安
全）

金沢市における下水道施設の長寿命化及
び防災対策の推進（防災・安全）

いしかわの災害に強い下水道整備の推進
（防災・安全）（重点）

合計 337,038



令和７年度補正予算　社会資本整備総合交付金の配分

【水管理・国土保全局分】

石川県 （国費：千円）
計画名 要素事業名等 事業実施主体 想定国費 備考

水道施設アセットマネジメント推進事業 羽咋市 14,163 62 上下水道施設の耐災害性強化

水道施設アセットマネジメント推進事業 宝達志水町 8,258 62 上下水道施設の耐災害性強化

水道施設アセットマネジメント推進事業 輪島市 4,792 62 上下水道施設の耐災害性強化

－ 計 27,213
水道総合地震対策事業 宝達志水町 15,200 62 上下水道施設の耐災害性強化

－ 計 15,200

42,413

防災・安全交付金（水道事業）

※記載する想定国費は国の意図を示すものであり、計画への配分後の使途は地方の裁量に委ねられ、
  国の意図と異なる配分を妨げるものではない。

  ただし、備考欄に施策名の記載がある要素事業（実施中期計画）とそれ以外の要素事業間では使途
　制限がある。

合計

石川県水道施設耐震化計画（防災・安全）

石川県水道施設耐震化計画（防災・安全）
（重点）



令和７年度補正予算　社会資本整備総合交付金の配分

【水管理・国土保全局分】

石川県 （国費：千円）
計画名 要素事業名等 事業実施主体 想定国費 備考

通常の下水道事業（広域化） 白山市 15,000
- 計 15,000

社会資本整備総合交付金（下水道事業）

※記載する想定国費は国の意図を示すものであり、計画への配分後の使途は地方の裁量に委ねられ、
  国の意図と異なる配分を妨げるものではない。

  ただし、備考欄に施策名の記載がある要素事業（実施中期計画）とそれ以外の要素事業間では使途
　制限がある。

いしかわの暮らしやすい街づくりにむけた
下水道整備の推進（重点）

合計 15,000


